
東京都産業労働局産業・エネルギー政策部

第3回 充電インフラ整備促進に関する検討会

資料４



【充電設備普及促進事業（事業系）の都助成金交付実績】
充電インフラ整備に向けた取組

2030年政策目標

□ 都内乗用車新車販売 100%非ガソリン化
□ 都内乗用車新車販売 50％ZEV化
□ 公共用急速充電器 1000基

2018 2019 2020 2021 2022 合計（公共用基数）

急速充電器（基） ー 2 18 60 55 １３５（１１３）

普通充電器（基） ー 3 8 10 115 １３６（４７）

※ 都内での公共用充電器設置箇所は、ディーラー、商業施設、駐車場の順となっている。

【参考】電気自動車等の普及促進事業交付実績
2019 2020 2021 2022 合計（台）

2,779 2,122 4,008 10,749 １９,６８５

※ 燃料電池自動車を除く



充電インフラ整備に向けた主な課題
□ 電気事業法に基づく「電気設備の技術基準の解釈」で、ＥＶと充電器を接続するケー

ブルの電圧が４５０Ｖ以下と規定されていることから、高出力充電器の普及促進の障
害となっており、規制の緩和が必要。

□「電気自動車等用充電機器の道路上での設置に関するガイドライン」が公表されたも
のの、標準的な設置場所として時間制限駐車区間等についての記載がなく、具体的な
設置方法、設置基準が明確になっておらず、速やかに設置することは困難な状況。

【参考】令和4年度公道への充電器設置箇所（3か所）
①パーキングチケット発給設備併設充電器

＜代官山付近＞ ＜芝公園付近＞
②充電専用スペース設置充電器

＜信濃町駅付近＞



東京都環境局気候変動対策部

第3回 充電インフラ整備促進に関する検討会



マンションＥＶ充電設備に係る動向

 2050年「ゼロエミッション東京」の実現
 2030年「カーボンハーフ」

2030年目標「都内集合住宅にZEV充電設備を6万基設置」
『未来の東京』戦略 version up 2023（2023年1月）で公表

東京都の環境施策

2030年 都内乗用車新車販売
 100％非ガソリン化
 ZEV割合50%

環境確保条例改正（2022年12月）
 都内新築建物へのＺEV充電設備の

整備義務（2025年４月〜）



電気自動車充電設備整備基準の新設

●将来のZEV普及の社会を見据えた充電設備の整備を促進するため、ZEV充電設備が一定
台数設置できるよう、新築時に備えるべき基準を新設

●新建物稼働後の使用者ニーズに応じた増設に円滑に対応できるよう、充電設備の設置
とともに、配管等を整備する基準とする。

条例・規則
R4.12改正済

【充電設備の整備基準】

・機械式立体駐車場については、充電設備設置の技術進展等を踏まえ、
当面は基準適用の対象外とする。

・充電設備の整備は普通充電設備（充電用コンセントやV2Hを含む。）
を基本とし、急速充電設備を整備する場合は、その容量の大きさに
応じた台数の換算を行う。（例：容量30kWの場合、5台に換算）

整備基準の適用条件 実装整備基準 配管等整備基準

専用駐車場 5以上の区画を有する専用駐車場を設ける場合
区画の20％以上に整備 区画の50％以上に整備
上限：10台 上限：25台

共用駐車場 10以上の区画を有する共用駐車場を設ける場合
1区画以上に整備 区画の20％以上に整備
上限：設定しない 上限：10台

※ 専用駐車場：建物を継続的に利用する者（建物所有者や占有者（テナント、賃貸住宅における居住者等））が、契約などにより自家用若しくは事業用
に使用する特定の自動車のための駐車場

※ 共用駐車場：建物所有者や占有者以外の者が一定時間駐車する駐車場で、不特定の自動車のための駐車場

【基準適用の考え方】 2区画に充電設備を整備

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10

＜専用駐車場10区画の場合の履行イメージ＞

5区画（充電設備を整備した区画を含む）に配管等を整備

充電設備：10×20％＝2区画
配管等 ：10×50％＝5区画

※ 配管等整備の内容や、急速充電設備の換算方法等の詳細については、別途規定する。
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【参考】



令和４年12月に改正・公布
された環境確保条例、
同規則の情報を基に作成

22

●ゼロエミッションに重要な役割を果たすZEV※１の充電設備の整備基準を導入
【整備基準】駐車場付き戸建住宅１棟ごとに充電設備用配管等を整備する。

条件
整備基準

配管等 充電設備
戸建住宅 駐車場を有する全ての住宅 １台分以上 任意
戸建住宅以外
（集合住宅・非住宅）

10台以上の駐車区画を
有する建物

駐車区画の20％以上
（実装整備分を含む） 1台分以上

電気自動車（ZEV）充電設備の整備について

※１ 走行時(PHVはEVモードによる走行時)にCO2等の排出ガスを出さない電気自動車(EV)、プラグインハイブリッド自動車(PHV)、燃料電池自動車(FCV)のこと
※２ 上段又は下段のいずれかへの適合を求める

【誘導すべき基準】駐車場付き建物１棟につき１台のV2Hの充放電設備等を設置
条件

誘導基準
配管等 充電設備

戸建住宅 駐車場を有する全ての住宅 ー １台分以上のV2H

戸建住宅以外※２
（集合住宅・非住宅）

駐車場を有する全ての建物 ー １台分以上のV2H
５台以上の駐車区画を
有する建物

駐車区画の50％以上
（実装整備分を含む） 駐車区画の20％以上

【参考】



目標︓2030年までに６万基 令和４年度末実績︓８９９基

充電設備普及促進事業の申請状況

マンションＥＶ充電設備の設置実績

H30 R1 R2 R3 R4

申請基数実績
（累計） 59 100

（159）
127

（286）
185

（471）
564

（1,035）

内
訳

普通充電器 59 97 127 181 564

急速充電器 0 3 0 4 0



マンション管理組合へのアンケート調査
 充電設備の設置状況や導入意欲、都の支援策の広報を目的としてアンケート調査を実施
 実施時期︓令和５年1月〜2月
 回答数︓453棟／10,000棟

【調査結果】
 約8％（36棟）が充電設備設置済み
 未設置のマンションのうち、約67％（246棟）が充電設備設置を予定、設置したい

または興味あり

 開催日時︓令和５年３月21日（火・祝）13:00〜16:00
 申込︓135のマンション管理組合等
 参加︓117（来場︓80名、オンライン50名）
 参加者の約82%が満足・やや満足と回答、
約65%が次回も参加と回答

個別相談会（マッチング会）



3.運用段階
⑦ランニング経費補助

新規引込の充電設備設置後の電気料金（基本料金）を補助しま
す。

（最大18万円/年、3年間）

充電設備の
設置の流れ
都の支援 ⑥設置費用

補助
⑦ランニング経費補助⑤充電事業者

への相談

②マンション管理
アドバイザー派遣

①オンライン
セミナー＆相談会

③現地調査
経費補助

④充電事業者との無料個別相談会
⓪ポータル
サイト

1.検討段階

⑥充電設備普及促進事業
充電設備購入費用と設置工事費用を補助します。

国と都の補助金を併用することで、ほとんど費用負担なく設置
できる場合もあります。

④充電事業者との個別相談会
充電事業者から提供するサービスのプレゼンと充電事業者との
個別相談会を行います。

（参加費無料/2023年9月、2024年2月開催予定）

1.検討段階 2.導入段階 3.運用段階

：普及啓発 ：補助制度：情報提供

導入ステップと東京都の支援策

②マンション管理アドバイザー派遣
マンション管理に精通する専門家が現地を訪問し、充電設備の設

置に係るアドバイスを行います。
（参加費無料/随時受付中/年間90件まで受付）

①オンラインセミナー＆相談会
充電設備の選定から意思決定、設置までを分かり易く解説する

セミナーと専門家に直接質問できる相談会を行います。
（参加費無料/2023年7月、9月、12月・2024年3月開催予定）

③現地調査経費補助
管理組合内で議論するための提案書作成に係る現地調査費用を

補助します。
（補助額最大18万円/件）

⓪ポータルサイト【東京都マンション充電器情報ポータル】
マンションへの充電設備の設置に関する総合情報提供サイトです。
セミナーや相談会等、タイムリーな情報を提供します。 ⑤充電事業者への相談

東京都では、マンション向けの充電サービスの普及を後押しして
います。ポータルサイトで充電事業者を紹介しています。

2.導入段階



 令和５年5月に、マンションへの充電設備設置に特化したポータルサイト「東京都マンション充電
器情報ポータル」を開設
https://www.tokyo-evcharge.metro.tokyo.lg.jp/
 マンションへの導入の流れから補助制度の流れまでをわかりやすく紹介した約４分の動画や、

リーフレットを掲載
 イベントのお知らせなどの最新情報を発信

 各充電サービス事業者が提供するサービスの特徴等を掲載予定
 今後、導入事例・Ｑ＆Ａなど、さらに充実させていく予定

ポータルサイト

https://www.tokyo-evcharge.metro.tokyo.lg.jp/


【背景】
 既存マンションでは充電設備の導入に住民の合意形成が必要となるため、普及が進みにくい
 充電設備の設置・運用に係る費用負担のルール整備が新たに必要
【目的】
 専用アプリを用いて利用者ごとに課金する充電サービスの始まり（さらに、設置から運用、

維持管理までを一括で行う充電サービスも登場）
 これらの充電サービスの認知度を向上させるため、関連する業界のリーディング企業・団体

と連携し、既存マンションへの情報提供を促進

自動車販売会社（ディーラー）

自動車ユーザー（マンション居住者） マンション管理組合 等

充電事業者

マンション事業者エネルギー供給事業者

充電サービスを案内
管理組合等への説明

充電サービスを案内

連携 連携連携

【連携協議会のイメージ図】

マンション充電設備普及促進に向けた連携協議会の設立

■連携協議会会員
充電事業者:22社 自動車販売会社:11社 エネルギー供給事業者:1社 マンション関連業界団体:1団体
（オブザーバー）自治体等



【連携協議会】
・２回開催：第１回を令和５年７月３日
・第２回を令和６年２月頃開催予定

【無料相談会（マッチング会）】
・２回開催（令和５年１０月頃、令和６年２月頃）

【オンラインセミナー&相談会】
・４回開催
・第１回を令和５年７月９日（日曜日）に開催

【マンション管理組合へのアンケート調査】
・第１回調査：令和５年７月〜９月
・第２回調査：令和５年１２月〜令和６年１月

令和５年度の予定



充電インフラ整備のロードマップの検討
〜集合住宅における充電インフラ整備のあり方について〜

・ロードマップ策定に当たって、諸外国の先行事例を参考にすることは有効であると考える。
集合住宅の基礎充電において、海外の整備状況や充電器出力、特に既存の集合住宅における

設置基数などの整備の進め方について情報提供をお願いしたい。

・EV充電インフラにおいて、帰宅後の夜間の駐車時に充電できる環境の整備が重要です。集
合住宅を含む住宅における充電設備について、整備目標・方針を明確にするとともに、今後、
全国における設置基数の把握及び公表をお願いしたい。



東京都は、 電気自動車等の普及促進に向けて、 充電設備の導入を支援し ます。

事業期間 令和 4 年度から 令和 6 年度（ 年度ごと に受付期間を 設けます。）

東京都内の事務所・ 工場・ 商業施設等において、 電気自動車・ プラ グインハイ

ブリ ッド 自動車の充電設備を 設置する方に対して、 経費の一部を助成し ます。

概　 　 要

助成制度のご案内助成制度のご案内

事業者向け

東京都地球温暖化防止活動推進センタ ー（ ク ール・ ネット 東京） 都市エネ促進チーム

お問合せ先・ 申請先

〒1 6 3 -0 8 1 0 　 東京都新宿区西新宿2 -4 -1 　 新宿N Sビル9 階

TE L： 0 3 -5 9 9 0 -5 1 5 9   
受付時間： 月曜日～金曜日（ 祝祭日・ 年末年始を 除く 。） 9： 0 0 ～1 7： 0 0（ 1 2： 0 0 ～1 3： 0 0を 除く 。）

U R L    h t tp s : //w w w . to k y o -c o 2 d o w n . j p /s u b s id y /a l l -e v c h a r g e

公益財団法人 東京都環境公社

充電設備普及促進事業

別紙１

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/all-evcharge


超急速充電設備
（ 出力9 0 k W 以上） 全 額 ※ 1

機種ごと の
上限あり

半 額
機種ごと の
上限あり

急速充電設備
（ 出力1 0 k W 以上）

・ 普通充電設備
・ V 2 H 充放電設備
・ 充電用コ ン セント
　スタ ンド

充電用コ ン セント

V 2 B 充放電設備※5

設備購入費 設置工事費※1
受変電設備
改修費※1 ※2 維持管理費※3

助成対象

設備・ 要件

助成対象

経費・ 助成額

申請について

※上記金額は消費税その他助成対象外経費を 除いた金額です。
※１  国補助金を 併用する場合は、その交付金額分を 差引いた額が上限額と なり ます。
※２  充電設備の合計出力が5 0 k W 以上の場合に限り ます。
※３  「 充電設備運営支援事業」 で の助成と なり ます（ 公共用充電の場合のみ対象） 。
※４  再生可能エネルギー1 0 0 % の電気を 使用する場合に限り ます。
※5  V2 B 充放電設備設置の場合、エネルギーマネジメ ント 設備購入費も 設置基数に応じ て助成し ます。
     設置基数当 たり 、最大上限3 0 万円。

❶国の補助金を 併用する場合
工事が完了し 、国の額の確定通知書を受領し てから 、交付申請を提出（ 工事・ 支払完了から 1年以内）

❷国の補助金を 併用し ない場合
工事開始前に交付申請を 提出

内　 容

❶電気自動車、プ ラグイ ン ハイ ブリッド 自動車に充電するための設備で あるこ と 。

❷経済産業省の「 クリ ーン エ ネルギー自動車の普及促進に向けた充電・ 充て んイ ンフ ラ 等導

入促進補助金」 で 補助金交付対象と し て 承認さ れた設備で あるこ と 。

❸新品で あるこ と 。

上 限

1,6 0 0 万円

1 基当たり

上 限

4 3 5 万円

いずれか低い方

上 限4 0 万円

上 限6 0 万円
1 基目

上 限3 0 万円
2 基目～

上限 125万円
１ 基設置

上限 25 0 万円
３ 基以上設置

上限18 7. 5 万円
２ 基設置

上限62 .5万円
１ 基設置

上限 12 5 万円
３ 基以上設置

上限 93 .7 万円
２ 基設置

上 限8 1 万円

上 限 8 6 万円

上 限171万円

1 基目

1 基目

2 基目～

●機械式駐車場へ設置する 場合

2 基目～

上 限4 0 万円保守費等

上 限3 10 万円電気基本料※4

上 限4 0 万円保守費等

上 限6 0 万円電気基本料※4

2 0 2 3 年4 月2 8 日現在

公共用充電

非公共用充電

種 　 別 主 な 建 物 用 途 の 例

・ 商業施設（ ショ ッ ピングセン タ ー、百貨店等）

・ 宿泊施設等（ ホテ ル、旅館等）

・ 観光施設（ 動物園、水族館、世界遺産に登録さ れた施設等）

・ 遊戯施設（ 公園、遊園地、テ ーマ パーク ）

・ 公共施設（ 地方公共団体施設、図書館、博物館、病院等）

・ 時間貸し 駐車場等

事務所・ 工場等

月極駐車場等

助成対象と なる

施設等

助成対象者
東京都内の施設等（ 下表参照） に事業用と し て 設置する充電設備の所有者

（ 法人、個人事業主及びリ ース事業者等）

上 限 6 万円（ 1 k W 当たり ）

上 限3 0 9 万円（ 1 基当たり ）

o r

（ 設置後3 年間まで ）

（ 設置後3 年間まで ）

（ 設置後3 年間まで ）

（ 設置後5 年間まで ）
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